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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子メールを保存する電子メール保存手段と、
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信手段と、
　前記電子メール保存手段に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、
前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更
新される前の古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する
電子メール特定手段と、
　前記電子メール特定手段により特定された旧情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段から削除する電子メール削除手段と、
　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段に記録する電子メール記録手段と、を備え、
　前記電子メール特定手段は、
　　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールの件名を取得する受
信件名取得手段と、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得手段と、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名と前記保存件名取得手段により取得され
た件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件名利用特
定手段と、を有し、
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　前記件名利用特定手段は、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する受信件名文字列生成手段と、
　　前記保存件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する保存件名文字列生成手段と、
　　前記受信件名文字列生成手段により生成された文字列と前記保存件名文字列生成手段
により生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件名文字列
生成手段が用いた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとして特定する件名文
字列利用特定手段と、を有する、
　ことを特徴とする電子メール管理装置。
【請求項２】
　前記電子メール保存手段に保存される旧情報通知電子メールの数の上限数を記憶する上
限数記憶手段を更に備え、
　前記電子メール削除手段は、前記電子メール特定手段により特定された旧情報通知電子
メールの数が前記上限数記憶手段に記憶されている上限数より大きいときに、該特定され
た旧情報通知電子メールのうち、受信日時が新しい順に前記上限数の旧情報通知電子メー
ルを前記電子メール保存手段に残し、それ以外の旧情報通知電子メールを前記電子メール
保存手段から削除する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の電子メール管理装置。
【請求項３】
　電子メールを送信する複数の送信元の中から、旧情報通知電子メールを前記電子メール
保存手段から削除させる対象とする送信元である削除対象送信元を特定するための削除対
象送信元特定情報を記憶する削除対象送信元特定情報記憶手段と、
　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールが、前記削除対象送信
元特定情報記憶手段に記憶されている削除対象送信元特定情報により特定される削除対象
送信元が送信した電子メールであるか否かを判別する削除対象送信元判別手段と、を更に
備え、
　前記電子メール特定手段は、前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子
メールが削除対象送信元により送信された電子メールであると、前記削除対象送信元判別
手段により判別されたときに、該新情報通知電子メールに対応する旧情報通知電子メール
を保存電子メールの中から特定する、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の電子メール管理装置。
【請求項４】
　前記削除対象送信元特定情報記憶手段は、削除対象送信元特定情報として、送信元の電
子メールアドレスを記憶し、
　前記削除対象送信元判別手段は、前記電子メール受信手段により受信された新情報通知
電子メールの送信元の電子メールアドレスが、前記削除対象送信元特定情報記憶手段に記
憶されている場合に、該受信された新情報通知電子メールが削除対象送信元により送信さ
れた電子メールであると判別する、
　ことを特徴とする請求項３に記載の電子メール管理装置。
【請求項５】
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信ステップと、
　記憶部に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、前記電子メール受
信ステップにより受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更新される前の
古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する電子メール特
定ステップと、
　前記電子メール特定ステップにより特定された旧情報通知電子メールを前記記憶部から
削除する電子メール削除ステップと、
　前記電子メール受信ステップにより受信された新情報通知電子メールを前記記憶部に記
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録する電子メール記録ステップと、を有し、
　前記電子メール特定ステップは、
　　前記電子メール受信ステップにより受信された新情報通知電子メールの件名を取得す
る受信件名取得ステップと、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得ステップと、
　　前記受信件名取得ステップにより取得された件名と前記保存件名取得ステップにより
取得された件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件
名利用特定ステップと、を有し、
　前記件名利用特定ステップは、
　　前記受信件名取得ステップにより取得された件名から日時に関する情報を削除した文
字列を生成する受信件名文字列生成ステップと、
　　前記保存件名取得ステップにより取得された件名から日時に関する情報を削除した文
字列を生成する保存件名文字列生成ステップと、
　　前記受信件名文字列生成ステップにより生成された文字列と前記保存件名文字列生成
ステップにより生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件
名文字列生成ステップで用いられた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとし
て特定する件名文字列利用特定ステップと、を有する、
　ことを特徴とする電子メール管理方法。
【請求項６】
　コンピュータを、
　電子メールを保存する電子メール保存手段、
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信手段、
　前記電子メール保存手段に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、
前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更
新される前の古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する
電子メール特定手段、
　前記電子メール特定手段により特定された旧情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段から削除する電子メール削除手段、
　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段に記録する電子メール記録手段、として機能させ、
　前記電子メール特定手段は、
　　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールの件名を取得する受
信件名取得手段、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得手段、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名と前記保存件名取得手段により取得され
た件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件名利用特
定手段、として機能し、
　前記件名利用特定手段は、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する受信件名文字列生成手段、
　　前記保存件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する保存件名文字列生成手段、
　　前記受信件名文字列生成手段により生成された文字列と前記保存件名文字列生成手段
により生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件名文字列
生成手段が用いた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとして特定する件名文
字列利用特定手段、として機能する、
　ことを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、受信した電子メールを保存して管理する電子メール管理装置、電子メール管
理方法、及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話機等の携帯端末で受信される電子メールは、携帯端末内のメモリに保存される
。保存される電子メールの数が増えてくると、次第にメモリの空き領域（空きメモリ）が
少なくなり、空き領域が不足してしまうと、新しく受信した電子メールを保存できなくな
ってしまう。
【０００３】
　そこで、携帯端末のユーザは、メモリの空き領域をこまめに確認し、空き領域が少なく
なってきた場合には、保存されている電子メールの中から不要な電子メールを見つけ出し
て削除し、空き領域を確保している。
【０００４】
　また、空き領域を確保するために、空き領域の容量が所定量以下か否かを検知し、所定
量以下になったときに、保護設定されていない既読の電子メールを受信日時が古い順に自
動的に削除する携帯端末がある。更に、受信した電子メールを所定の条件に基づいて複数
のフォルダに振り分けて保存すると共に、フォルダに重要度を示す優先順位を付しておき
、空き領域の容量が所定量以下になったときに、優先順位の低いフォルダに保存されてい
る電子メールから順に削除する携帯端末もある（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　また、受信した電子メールを削除するための削除条件として、電子メールの発信元、電
子メールの受信時刻、又は電子メールに含まれている所定の文字列を予め設定しておき、
削除条件を満たす電子メールを受信した時には、メモリに保存することなく、自動的に削
除する携帯端末もある（例えば、特許文献２参照）。
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－６２７８８号公報
【特許文献２】特開２００３－２１６５５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年、日々のニュース、天気予報、鉄道や飛行機の運行情報、商品の特売情報、ホーム
ページの更新情報等のような頻繁に更新される情報を、定期的若しくは情報が更新される
度に不定期に、電子メールによって通知する情報配信サービスが非常に増えてきている。
【０００８】
　このようなサービスを利用する場合、新たに電子メールを受信すると、それ以前に受信
している電子メールで通知されていた情報は古くなり、不要な情報となる。しかも、この
ようなサービスを利用する場合、電子メールを頻繁に（例えば毎日）受信することが多く
、保存可能な電子メールの数に制限がある携帯端末では、すぐにメモリの空き領域が無く
なってしまう。
【０００９】
　そのような場合、古い情報の電子メールを、ユーザが手動でメモリから削除するように
したのでは、ユーザに煩雑な作業を強いてしまう。
　また、保護設定されていない既読の電子メールを受信日時が古い順に自動的に削除する
ようにした場合には、情報配信サービスの電子メール以外のすべての電子メールに保護設
定をしておかなければ、情報配信サービスの電子メールより重要な例えば友人とのやり取
りの電子メール等が自動的に削除されてしまう恐れがある。
【００１０】
　このような場合、特許文献１に記載の携帯端末を利用して、重要な電子メールを優先順
位の高いフォルダに保存し、情報配信サービスの電子メールを優先順位の低いフォルダに
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保存しておくことが考えられる。しかし、特許文献１に記載の携帯端末では、メモリの空
き領域が少なくなるまで電子メールは削除されないため、不要な古い情報の電子メールで
あっても長期間保存される場合があり、メモリの使用効率が悪かった。
【００１１】
　また、特許文献２に記載の携帯端末は、削除条件を満たす電子メールを受信した時に、
メモリに保存することなく削除してしまうものであるため、既にメモリに保存されている
不要な古い情報の電子メールを削除することはできない。
【００１２】
　本発明は、上記実状に鑑みてなされたものであり、更新された新しい情報を通知する電
子メールを受信したときに、更新される前の古い情報を通知している電子メールを削除す
ることができる電子メール管理装置、電子メール管理方法、及びプログラムを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するため、本発明の第１の観点に係る電子メール管理装置は、
　電子メールを保存する電子メール保存手段と、
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信手段と、
　前記電子メール保存手段に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、
前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更
新される前の古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する
電子メール特定手段と、
　前記電子メール特定手段により特定された旧情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段から削除する電子メール削除手段と、
　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段に記録する電子メール記録手段と、を備え、
　前記電子メール特定手段は、
　　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールの件名を取得する受
信件名取得手段と、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得手段と、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名と前記保存件名取得手段により取得され
た件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件名利用特
定手段と、を有し、
　前記件名利用特定手段は、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する受信件名文字列生成手段と、
　　前記保存件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する保存件名文字列生成手段と、
　　前記受信件名文字列生成手段により生成された文字列と前記保存件名文字列生成手段
により生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件名文字列
生成手段が用いた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとして特定する件名文
字列利用特定手段と、を有する、
　ことを特徴としている。
【００１４】
　また、本発明の第２の観点に係る電子メール管理方法は、
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信ステップと、
　記憶部に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、前記電子メール受
信ステップにより受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更新される前の
古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する電子メール特
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定ステップと、
　前記電子メール特定ステップにより特定された旧情報通知電子メールを前記記憶部から
削除する電子メール削除ステップと、
　前記電子メール受信ステップにより受信された新情報通知電子メールを前記記憶部に記
録する電子メール記録ステップと、を有し、
　前記電子メール特定ステップは、
　　前記電子メール受信ステップにより受信された新情報通知電子メールの件名を取得す
る受信件名取得ステップと、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得ステップと、
　　前記受信件名取得ステップにより取得された件名と前記保存件名取得ステップにより
取得された件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件
名利用特定ステップと、を有し、
　前記件名利用特定ステップは、
　　前記受信件名取得ステップにより取得された件名から日時に関する情報を削除した文
字列を生成する受信件名文字列生成ステップと、
　　前記保存件名取得ステップにより取得された件名から日時に関する情報を削除した文
字列を生成する保存件名文字列生成ステップと、
　　前記受信件名文字列生成ステップにより生成された文字列と前記保存件名文字列生成
ステップにより生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件
名文字列生成ステップで用いられた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとし
て特定する件名文字列利用特定ステップと、を有する、
　ことを特徴としている。
【００１５】
　また、本発明の第３の観点に係るプログラムは、
　コンピュータを、
　電子メールを保存する電子メール保存手段、
　更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報通知電子メールを受信する電
子メール受信手段、
　前記電子メール保存手段に保存されている電子メールである保存電子メールの中から、
前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールが通知している情報に更
新される前の古い情報を通知している電子メールである旧情報通知電子メールを特定する
電子メール特定手段、
　前記電子メール特定手段により特定された旧情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段から削除する電子メール削除手段、
　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールを前記電子メール保存
手段に記録する電子メール記録手段、として機能させ、
　前記電子メール特定手段は、
　　前記電子メール受信手段により受信された新情報通知電子メールの件名を取得する受
信件名取得手段、
　　前記保存電子メールの件名を取得する保存件名取得手段、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名と前記保存件名取得手段により取得され
た件名とに基づき、保存電子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する件名利用特
定手段、として機能し、
　前記件名利用特定手段は、
　　前記受信件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する受信件名文字列生成手段、
　　前記保存件名取得手段により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列
を生成する保存件名文字列生成手段、
　　前記受信件名文字列生成手段により生成された文字列と前記保存件名文字列生成手段
により生成された文字列とが同じ場合に、該文字列を生成するために前記保存件名文字列
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生成手段が用いた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子メールとして特定する件名文
字列利用特定手段、として機能する、
　ことを特徴としている。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、更新された新しい情報を通知する電子メールを受信したときに、更新
される前の古い情報を通知している電子メールを削除することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。
　なお、以下では、本発明に係る電子メール管理装置として、電子メールを送受信する機
能を有する携帯端末を一例に挙げて、本実施の形態を説明する。
【００１８】
　図１は、本実施の形態に係る携帯端末を含む電子メールシステムの概略的な構成を示す
図である。
　図示するように、電子メールシステムは、携帯端末１００と、基地局１１０と、電子メ
ールサーバ１２０と、通信ネットワーク１３０と、を備える。
【００１９】
　携帯端末１００は、電子メールを送受信する機能を有する端末装置であり、例えば携帯
電話機である。
　基地局１１０は、携帯端末１００と無線通信を行う装置である。
　電子メールサーバ１２０は、この電子メールシステムを利用して携帯端末１００で送受
信される電子メールを管理するサーバ装置である。
【００２０】
　通信ネットワーク１３０は、携帯端末１００が他の通信端末と通信するためのネットワ
ーク、インターネット等を含む通信網である。
　通信ネットワーク１３０には、基地局１１０及び電子メールサーバ１２０が接続されて
いる。更に、通信ネットワーク１３０には、図示しない、交換機、他の基地局、他の電子
メールサーバ等も接続されている。
【００２１】
　この電子メールシステムにおいて、電子メールサーバ１２０は、通信ネットワーク１３
０に接続されている任意の装置から携帯端末１００に宛てて送信された電子メールを保持
する。その後、電子メールサーバ１２０は、携帯端末１００からの要求に応じて、保持し
ている電子メールを、通信ネットワーク１３０及び基地局１１０を介して、携帯端末１０
０に送信する。携帯端末１００は電子メールサーバ１２０から電子メールを受信し、携帯
端末１００のユーザは、携帯端末１００を操作して、受信した電子メールを画面に表示さ
せて電子メールの内容を確認する。
【００２２】
　このような電子メールシステムにおいて、本実施の形態に係る携帯端末１００のユーザ
は、時間の経過に伴って更新される情報を定期的若しくは情報が更新される度に不定期に
電子メールによって通知する情報配信サービスから、サービスの提供を受ける。これによ
り、ユーザは、日々のニュース、天気予報、鉄道や飛行機の運行情報、商品の特売情報、
ホームページの更新情報等のような更新される情報の最新情報を電子メールによって通知
される。
【００２３】
　携帯端末１００は、情報配信サービスによって携帯端末１００に宛てて送信される最新
の情報を通知する電子メールを受信する。なお、情報配信サービスは、情報を通知する者
が、更新した情報を、複数のユーザに一斉に配信するような形態に限らず、携帯端末１０
０のユーザに個人的に通知するような形態であっても良い。
【００２４】
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　本実施の形態に係る携帯端末１００は、情報配信サービスから最新の情報を通知する電
子メールを受信すると、それ以前に受信していた古い情報を通知している電子メールをメ
モリから自動的に削除し、最新の情報を通知する電子メールをメモリに保存する。
【００２５】
　次に、図１に示した携帯端末１００のハードウェア構成を説明する。
　図２は、携帯端末１００の概略的な構成を示すブロック図である。
　図示するように、携帯端末１００は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）１０１と、
ＲＯＭ（Read Only Memory）１０２と、ＲＡＭ（Random Access Memory）１０３と、入力
装置１０４と、通信装置１０５と、表示装置１０６と、を備える。
【００２６】
　ＣＰＵ１０１は、ＲＯＭ１０２やＲＡＭ１０３に記憶されている様々なプログラムやデ
ータに基づいて、携帯端末１００の各部を制御し、様々な処理を実行する。ＣＰＵ１０１
は、例えば、ユーザ操作処理、表示処理、電子メール受信処理、通信処理等を実行する。
【００２７】
　更に、本実施の形態においては、ＣＰＵ１０１は、更新された最新の情報の電子メール
を受信したときに、更新される前の古い情報の電子メールを削除し、最新の情報の電子メ
ールを保存する電子メール管理処理を実行する。
【００２８】
　ＲＯＭ１０２は、ＣＰＵ１０１が様々な処理を実行するための各種プログラムやデータ
を記憶する。
　ＲＡＭ１０３は、ＣＰＵ１０１が様々な処理を実行するときに作業領域として使用され
る。具体的には、ＲＡＭ１０３には、ＣＰＵ１０１が様々な処理を実行するときにＲＯＭ
１０２から各種プログラムやデータがロードされ、処理中は、処理に必要なデータが一時
的に記憶される。
【００２９】
　また、ＲＡＭ１０３は、電子メールを保存するメモリとして機能し、電子メールのデー
タを記憶する。具体的には、ＲＡＭ１０３には、受信した電子メールを保存しておくため
の保存フォルダが生成されている。なお、本実施の形態においては、受信した電子メール
を振り分けて保存するために、複数の保存フォルダが生成されている。
【００３０】
　更に、ＲＡＭ１０３は、振り分け設定、自動削除設定等の電子メール管理用の様々な設
定が登録される設定登録テーブルを記憶する。
　振り分け設定は、受信した電子メールを複数の保存フォルダに振り分けて保存させるた
めの設定である。
【００３１】
　自動削除設定は、情報配信サービスから、更新された新しい情報を通知する電子メール
（以下、新情報通知電子メールと称することがある）を受信したときに、受信した電子メ
ールが通知している情報に更新される前の古い情報を通知している電子メール（以下、旧
情報通知電子メールと称することがある）を、保存フォルダから削除させるための設定で
ある。
　なお、設定登録テーブルの詳細については後述する。
【００３２】
　入力装置１０４は、ユーザに操作されるボタン、キー等を備え、ユーザの操作に応じた
様々な情報の入力を受け付ける。入力装置１０４は、ユーザが、例えば、表示装置１０６
に表示されるメニュー画面を操作するときや、ＲＡＭ１０３に記憶されている設定登録テ
ーブルに様々な設定を登録するとき等に、使用される。入力装置１０４から入力された情
報は、ＣＰＵ１０１に送られ、ＣＰＵ１０１は、入力された情報に応じた処理を実行する
。
【００３３】
　通信装置１０５は、基地局１１０及び通信ネットワーク１３０を介して電子メールサー
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バ１２０と通信を行う。通信装置１０５は、例えば、携帯端末１００が電子メールサーバ
１２０から電子メールを受信する際に使用される。通信装置１０５は、無線ＬＡＮ（Loca
l Area Network）や、ＥＶ－ＤＯ（Evolution Data Only）等を用いて通信を行う。
【００３４】
　表示装置１０６は、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）等の画面を備え、様々な情報を
表示する。表示装置１０６は、例えば、保存フォルダに保存されている電子メール（以下
、保存電子メールと称することがある）の一覧や、設定登録テーブルに登録されている設
定等を表示するために使用される。
【００３５】
　次に、ＲＡＭ１０３に記憶される設定登録テーブルについて説明する。
　図３は、設定登録テーブル２００のデータ構造の一例を示す図である。
　図示するように、設定登録テーブル２００は、登録されているレコードを一意に識別す
るためのレコードＩＤに関連付けて、電子メールアドレスと、保存フォルダと、自動削除
フラグと、を記憶する。
【００３６】
　レコードＩＤは、設定登録テーブル２００の行毎に示されているレコードの番号を示す
。
　電子メールアドレスは、携帯端末１００が受信する電子メールの送信元の電子メールア
ドレス（送信元アドレス）を示す。
【００３７】
　保存フォルダの欄には、受信した電子メールの振り分け設定が登録される。具体的には
、設定登録テーブル２００に登録されている電子メールアドレスを送信元とする電子メー
ルは、受信後、保存フォルダの欄に登録されている名称の保存フォルダに振り分けて保存
される。
【００３８】
　自動削除フラグの欄には、受信した電子メールの自動削除設定が登録される。自動削除
フラグは、設定登録テーブル２００に登録されている電子メールアドレスを持つ送信元が
、旧情報通知電子メールを保存フォルダから自動削除させる対象であるか否かを示すフラ
グである。
【００３９】
　具体的には、新情報通知電子メールを保存フォルダに残して旧情報通知電子メールを保
存フォルダから自動的に削除させたい情報配信サービスの電子メールアドレスには、自動
削除フラグ「ＴＲＵＥ」が設定される。
　一方、情報配信サービス以外の電子メールアドレスには、自動削除フラグ「ＦＡＬＳＥ
」が設定される。また、情報配信サービスであっても、保存フォルダから旧情報通知電子
メールを自動的に削除させたくない情報配信サービスの電子メールアドレスには、自動削
除フラグ「ＦＡＬＳＥ」が設定される。
【００４０】
　ユーザは、予め、入力装置１０４を操作して設定登録テーブル２００の自動削除フラグ
を設定しておく。具体的には、ユーザは、自動削除の対象としたい送信元の電子メールア
ドレスには、自動削除フラグ「ＴＲＵＥ」を設定しておく。また、自動削除の対象とした
くない送信元の電子メールアドレスには、自動削除フラグ「ＦＡＬＳＥ」を設定しておく
。
【００４１】
　図３に例示した設定登録テーブル２００においては、レコードＩＤ３～６の電子メール
アドレスが、更新された新しい情報を配信する情報配信サービスの電子メールアドレスで
あり、レコードＩＤ１及び２の電子メールアドレスは情報配信サービスの電子メールアド
レスではない。
【００４２】
　そのため、レコードＩＤ１及び２では、自動削除フラグが「ＦＡＬＳＥ」に設定されて
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いる。これにより、レコードＩＤ１及び２の電子メールアドレスを送信元とする電子メー
ルを新たに受信した際には、その送信元から以前に受信している電子メールが自動的に削
除されることはない。
【００４３】
　また、レコードＩＤ５の例のように、情報配信サービスの電子メールアドレスに自動削
除フラグ「ＦＡＬＳＥ」が設定されている場合には、情報配信サービスからの電子メール
であっても、新情報通知電子メールと共に旧情報通知電子メールを保存フォルダに残して
おくことができる。
【００４４】
　次に、設定登録テーブル２００に自動削除設定を登録する方法を説明する。
　図４及び図５は、自動削除設定の登録を行うための画面の一例を示す図である。
　ユーザは、自動削除設定の登録を行う場合、まず、入力装置１０４を操作して、図４（
ａ）に示すように、表示装置１０６に保存電子メール一覧画面を表示させる。なお、図４
（ａ）に例示した保存電子メール一覧画面においては、複数の保存フォルダの中の１つで
ある「ニュース」フォルダに保存されている電子メールの一覧が表示されている。
【００４５】
　次に、ユーザは、入力装置１０４を操作して、図４（ｂ）に示すように、保存電子メー
ル一覧画面上で、自動削除の対象としたい情報配信サービスからの電子メールを選択し、
選択した電子メールに対するサブメニューを表示させる。
【００４６】
　続いて、ユーザがサブメニューの中から「自動削除」を選択することにより、設定登録
テーブル２００において、選択された電子メールの送信元アドレスに対応する自動削除フ
ラグが、例えば初期設定の「ＦＡＬＳＥ」から、「ＴＲＵＥ」に変更され、自動削除設定
が登録される。
【００４７】
　例えば、図４（ａ）に示す保存電子メール一覧画面上で、「ニュース」フォルダに保存
されている件名「トクトク通信」の電子メールが選択された場合には、図３に例示する設
定登録テーブル２００において、「トクトク通信」の送信元アドレス「tokutoku@zzz.co.
jp」に関連付けられている自動削除フラグが「ＴＲＵＥ」に設定される。なお、「ＴＲＵ
Ｅ」に設定した自動削除フラグを「ＦＡＬＳＥ」に変更したい場合には、サブメニューの
中から、自動削除の対象から外すための項目である例えば「自動削除解除」を選択すれば
良い。
【００４８】
　また、自動削除設定の登録を、振り分け設定の登録と同時に行うようにしても良い。こ
の場合、ユーザは、入力装置１０４を操作して、図５に示すように、表示装置１０６に振
り分け設定画面を表示させる。そして、ユーザは、この振り分け設定画面を用いて、振り
分け設定と同時に自動削除設定を行う。具体的には、ユーザは、新規登録する送信元の電
子メールアドレス毎に、保存フォルダを、例えば初期設定のフォルダから、振り分け先と
したい所望のフォルダに変更する。更に、ユーザは、新規登録する送信元の電子メールア
ドレス毎に、自動削除設定を行う。なお、この振り分け設定画面では、編集ボタンを押下
することにより、送信元の電子メールアドレス毎に、一旦設定した内容を変更することも
できる。
【００４９】
　このようにして自動削除設定が登録された設定登録テーブル２００に基づき、携帯端末
１００は、電子メール管理処理を実行する。具体的には、携帯端末１００は、電子メール
を電子メールサーバ１２０から受信した際に、受信した電子メールの送信元が自動削除の
対象であるか否かを判断する。送信元が自動削除の対象であった場合には、受信した時点
で既に保存フォルダに保存されている電子メールの中から、受信した電子メールが通知し
ている情報より古い情報を通知している電子メールを検索する。そして、そのような古い
情報の電子メールがあれば、例えばそのすべてを保存フォルダから削除してから、受信し
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た新しい情報の電子メールを保存フォルダに記録し、保存する。
【００５０】
　このような電子メール管理処理が行われることにより、自動削除の対象となっている送
信元からの電子メールについては、常に新しい情報を通知する電子メールだけが携帯端末
１００に保存される。
【００５１】
　図６は、電子メール管理処理が実行された場合の保存電子メール一覧画面の遷移の一例
を示す図である。
　ここでは、仮に、件名「天気朝メール［９／２５］」の電子メールを受信する前に、保
存フォルダの１つである「ニュース」フォルダに、件名「天気朝メール［９／２４］」の
電子メールが保存されているものとする。
【００５２】
　なお、「天気朝メール」は、天気情報を更新して配信する天気情報配信サービスから毎
朝送信される電子メールとする。また、「天気朝メール」の件名（タイトル）には、日付
が「天気朝メール［月／日］」の形で付されている。この天気情報配信サービスの電子メ
ールアドレスは、図３に例示した設定登録テーブル２００のレコードＩＤ３に登録されて
いる電子メールアドレス「otenki@xx.co.jp」であり、その電子メールアドレスに関連付
けられている自動削除フラグは「ＴＲＵＥ」に設定されている。そのため、天気情報配信
サービスは自動削除の対象である。
【００５３】
　このような状態で、更新された新しい天気情報を通知する件名「天気朝メール［９／２
５］」の電子メールを携帯端末１００が受信すると、図６に示すように、古い天気情報を
通知している件名「天気朝メール［９／２４］」の電子メールは「ニュース」フォルダか
ら削除されて、新しい天気情報を通知する件名「天気朝メール［９／２５］」の電子メー
ルだけが「ニュース」フォルダに保存される。
【００５４】
　次に、携帯端末１００において実行される電子メール管理処理を図７～図１１を用いて
更に詳しく説明する。
　図７は、電子メール管理処理の手順の一例を示すフローチャートである。
　この電子メール管理処理は、ＣＰＵ１０１がＲＯＭ１０２やＲＡＭ１０３に記憶されて
いるプログラムに従って、携帯端末１００を構成する各部及び各装置を制御することによ
り実行される。
【００５５】
　電子メール管理処理は、例えば、ユーザによる入力装置１０４の操作によって電子メー
ルの受信が指示されたとき、又はＳＭＳ（Short Mail Service）を用いた電子メールの受
信通知を携帯端末１００が電子メールサーバ１２０から受信したときに、開始される。
【００５６】
　携帯端末１００は、まず、電子メールを受信する（ステップＳ３０１）。具体的には、
携帯端末１００は、通信装置１０５を用いて、電子メールサーバ１２０とＴＣＰ／ＩＰ（
Transmission Control Protocol/Internet Protocol）接続する。そして、携帯端末１０
０は、ＰＯＰ（Post Office Protocol）や、ＩＭＡＰ（Internet Message Access Protoc
ol）を用いて、電子メールサーバ１２０から、未だ受信していない電子メールを取得する
。
【００５７】
　なお、以下では、ステップＳ３０１において、送信元の電子メールアドレスが「otenki
@xx.co.jp」で、件名が「天気朝メール[9/25]」の電子メールを１件受信したものとして
、具体的な例を適宜説明する。また、ステップＳ３０１で受信した電子メールを受信電子
メールと称する。
【００５８】
　携帯端末１００は、電子メールを正常に受信すると、次に、電子メール保存処理を実行
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する（ステップＳ３０２）。
【００５９】
　電子メール保存処理では、携帯端末１００は、ステップＳ３０１で受信した電子メール
を保存フォルダに記録することにより保存する。携帯端末１００は、受信した電子メール
を保存する際、設定登録テーブル２００に登録されている振り分け設定に基づき、受信し
た電子メールを複数の保存フォルダに振り分けて保存する。
【００６０】
　更に、電子メール保存処理では、携帯端末１００は、送信元が自動削除の対象であった
場合には、受信した新情報通知電子メールに対応する旧情報通知電子メールを保存フォル
ダから削除する。
　図７の電子メール管理処理は以上で終了する。
【００６１】
　次に、ステップＳ３０２の電子メール保存処理を更に詳しく説明する。
　図８は、電子メール保存処理の手順の一例を示すフローチャートである。
　電子メール保存処理では、携帯端末１００は、まず、図７のステップＳ３０１で受信し
た電子メールの送信元の電子メールアドレスが、設定登録テーブル２００に登録されてい
るか否か判別する（ステップＳ４０１）。
【００６２】
　具体的には、携帯端末１００は、設定登録テーブル２００上で、受信した電子メールの
送信元の電子メールアドレスが登録されているレコードを検索し、レコードが存在してい
る場合にはそのレコードＩＤを取得する。
　例えば、図３に例示した設定登録テーブル２００がＲＡＭ１０３に記憶されている場合
には、送信元の電子メールアドレスが「otenki@xx.co.jp」の電子メールを受信すると、
設定登録テーブル２００から「レコードＩＤ３」が取得される。
【００６３】
　受信した電子メールの送信元の電子メールアドレスが設定登録テーブル２００に登録さ
れていない場合には（ステップＳ４０１でＮｏ）、後述するステップＳ４０２及びＳ４０
３をスキップして、ステップＳ４０４に進み、携帯端末１００は、受信した電子メールを
保存フォルダに保存する（ステップＳ４０４）。
　なお、受信した電子メールの送信元の電子メールアドレスが設定登録テーブル２００に
登録されておらず、振り分け設定も登録されていない場合には、電子メールは、例えば「
一般」フォルダ等の初期設定の保存フォルダに保存される。
【００６４】
　受信した電子メールの送信元の電子メールアドレスが設定登録テーブル２００に登録さ
れている場合には（ステップＳ４０１でＹｅｓ）、携帯端末１００は、受信した電子メー
ルの送信元が自動削除の対象であるか否か判別する（ステップＳ４０２）。具体的には、
設定登録テーブル２００において、受信した電子メールの送信元の電子メールアドレスに
関連付けられている自動削除フラグが、「ＴＲＵＥ」であるか否かを確認する。
【００６５】
　自動削除フラグが「ＴＲＵＥ」でない場合、つまり送信元が自動削除の対象でない場合
には（ステップＳ４０２でＮｏ）、後述するステップＳ４０３をスキップして、ステップ
Ｓ４０４に進み、携帯端末１００は、設定登録テーブル２００の振り分け設定に従って、
受信した電子メールを保存フォルダに保存する（ステップＳ４０４）。
【００６６】
　一方、自動削除フラグが「ＴＲＵＥ」である場合、つまり送信元が自動削除の対象であ
る場合には（ステップＳ４０２でＹｅｓ）、携帯端末１００は、電子メール自動削除処理
を実行する（ステップＳ４０３）。例えば、図３に例示した設定登録テーブル２００にお
いては、ステップＳ４０１での判別の際に取得した「レコードＩＤ３」の自動削除フラグ
が「ＴＲＵＥ」であるため、ステップＳ４０３の電子メール自動削除処理に進む。
【００６７】
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　電子メール自動削除処理では、携帯端末１００は、図７のステップＳ３０１で受信した
電子メール（新情報通知電子メール）が通知している情報に更新される前の古い情報を通
知している電子メール（旧情報通知電子メール）が保存フォルダに保存されている場合に
、旧情報通知電子メールを保存フォルダから自動的に削除する。なお、この電子メール自
動削除処理の詳細は後述する。
【００６８】
　続いて、携帯端末１００は、ステップＳ３０１で受信した電子メールを、設定登録テー
ブル２００の振り分け設定に従って、保存フォルダに保存する（ステップＳ４０４）。例
えば、図３に例示した設定登録テーブル２００においては、「レコードＩＤ３」の振り分
け設定として、保存フォルダが「ニュース」フォルダに設定されているため、受信した電
子メールは「ニュース」フォルダに保存される。
【００６９】
　受信した電子メールを保存すると、携帯端末１００は、この電子メール保存処理を終了
し、図７の電子メール管理処理に戻る。
【００７０】
　図９は、ステップＳ４０３の電子メール自動削除処理の手順の一例を示すフローチャー
トである。
　電子メール自動削除処理では、携帯端末１００は、まず、保存フォルダに保存されてい
る保存電子メールの一覧を示す保存電子メール一覧テーブルを生成する（ステップＳ５０
１）。具体的には、携帯端末１００は、電子メールが振り分けられるすべての保存フォル
ダから、保存されている電子メールに関する電子メール情報を読み出し、読み出した電子
メール情報を電子メールの受信日時の新しい順番に並び替えて、保存電子メール一覧テー
ブルを生成する。生成された保存電子メール一覧テーブルは、例えばＲＡＭ１０３に記憶
される。
【００７１】
　図１０は、保存電子メール一覧テーブル２１０のデータ構造の一例を示す図である。
　図示するように、保存電子メール一覧テーブル２１０は、受信日時の新しい順に、行毎
に、保存電子メールの電子メール情報を記憶する。具体的には、保存電子メール一覧テー
ブル２１０は、電子メール情報として、保存電子メールを一意に識別するための保存電子
メールＩＤ、受信日時、件名等を記憶する。
【００７２】
　図９に戻り、携帯端末１００は、保存電子メール一覧テーブル２１０を生成すると、次
に、保存フォルダに保存されている旧情報通知電子メールの数をカウントするための旧情
報通知電子メール数カウンタのカウンタ値を０に設定する（ステップＳ５０２）。このカ
ウンタ値は例えばＲＡＭ１０３に記憶される。
【００７３】
　ユーザは、最新の情報を通知する新情報通知電子メールだけを保存フォルダに保存して
おきたい場合がある一方で、最新でなくても比較的新しい情報を通知している旧情報通知
電子メールを新情報通知電子メールと併せて保存フォルダに残しておきたい場合もある。
そのような場合に、携帯端末１００は、旧情報通知電子メール数カウンタを用いて旧情報
通知電子メールの数をカウントし、予め定めてられている所定の上限値よりカウンタ値が
大きい場合に、旧情報通知電子メールを情報が新しい順に上限値の数だけ残し、その他の
旧情報通知電子メールを保存フォルダから削除する。
【００７４】
　次に、携帯端末１００は、保存電子メール一覧テーブル２１０から、受信日時が最も新
しい最初の行の電子メール情報を読み出す（ステップＳ５０３）。そして、携帯端末１０
０は、この読み出しが正常に行われたか否かを判別する（ステップＳ５０４）。
【００７５】
　保存電子メール一覧テーブル２１０から電子メール情報を読み出せなかった場合には（
ステップＳ５０４でＮｏ）、以降のステップをスキップして、携帯端末１００は、この電
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子メール自動削除処理を終了し、図８の電子メール保存処理に戻る。例えば、保存電子メ
ール一覧テーブル２１０の生成時に、保存フォルダに電子メールが１つも保存されていな
かった場合には、保存電子メール一覧テーブル２１０から電子メール情報を読み出せない
ため、携帯端末１００は、電子メール自動削除処理を終了する。
【００７６】
　一方、保存電子メール一覧テーブル２１０から電子メール情報を読み出せた場合には（
ステップＳ５０４でＹｅｓ）、携帯端末１００は、旧情報通知電子メール判定処理を実行
する（ステップＳ５０５）。
　旧情報通知電子メール判定処理では、保存電子メール一覧テーブル２１０から読み出さ
れた電子メール情報を有する電子メールが、図７のステップＳ３０１で受信した電子メー
ルに対する旧情報通知電子メールであるか否かが判定され、その判定結果が取得される。
【００７７】
　例えば、ステップＳ３０１で件名「天気朝メール[9/25]」の電子メールを受信しており
、ステップＳ５０３で図１０に例示した保存電子メール一覧テーブル２１０から件名「天
気朝メール[9/24]」の電子メール情報を読み出している場合には、読み出した電子メール
情報を有する電子メールは、受信した電子メールに対する旧情報通知電子メールであるた
め、旧情報通知電子メール判定処理において旧情報通知電子メールであると判定される。
　なお、この旧情報通知電子メール判定処理の詳細は後述する。
【００７８】
　続いて、携帯端末１００は、旧情報通知電子メール判定処理の判定結果が「旧情報通知
電子メール」であったか否かを判別する（ステップＳ５０６）。
　判定結果が「旧情報通知電子メール」でなかった場合には（ステップＳ５０６でＮｏ）
、携帯端末１００は、次に受信日時が新しい保存電子メールについて旧情報通知電子メー
ル判定処理を実行するために、保存電子メール一覧テーブル２１０から次の電子メール情
報を読み出し（ステップＳ５１０）、ステップＳ５０４に戻る。
【００７９】
　一方、判定結果が「旧情報通知電子メール」であった場合は（ステップＳ５０６でＹｅ
ｓ）、携帯端末１００は、旧情報通知電子メール数カウンタのカウンタ値に１を加算する
（ステップＳ５０７）。
【００８０】
　そして、携帯端末１００は、旧情報通知電子メール数カウンタのカウンタ値が所定の上
限値より大きいか否かを判別する（ステップＳ５０８）
　ここで、所定の上限値は、図７のステップＳ３０１で受信した電子メールに対する旧情
報通知電子メールを保存フォルダに残しておく件数に相当する。
【００８１】
　例えば、保存フォルダに、新たに受信した新情報通知電子メールだけでなく、その新情
報通知電子メールが通知する情報に更新される直前の２件分の古い情報を通知している旧
情報通知電子メールも併せて保存しておきたい場合には、上限値を「２」に設定しておく
。また、新情報通知電子メールだけを保存フォルダに保存しておき、それより古い情報を
通知している旧情報通知電子メールはすべて削除したい場合には、上限値を「０」に設定
しておく。
　この上限値は、予め定められて、例えばＲＡＭ１０３に記憶されている。
【００８２】
　旧情報通知電子メール数カウンタのカウンタ値が上限値より大きいと判別された場合（
ステップＳ５０８でＹｅｓ）、携帯端末１００は、保存電子メール一覧テーブル２１０か
ら読み出した電子メール情報に対応する電子メールを、保存フォルダから削除する（ステ
ップＳ５０９）。具体的には、携帯端末１００は、読み出した電子メール情報の保存電子
メールＩＤで特定される電子メールを保存フォルダから削除する。
【００８３】
　例えば、上限値が「０」に設定されている場合には、保存フォルダに保存されているす
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べての旧情報通知電子メールは削除されるため、ステップＳ５０５で件名「天気朝メール
[9/24]」の電子メールが旧情報通知電子メールであると判定された場合には、その電子メ
ールは保存フォルダから削除される。
【００８４】
　なお、所定の上限値として、保存フォルダに保存しておきたい新情報通知電子メールと
旧情報通知電子メールとの合計数を設定するようにしても良い。その場合には、ステップ
Ｓ５０８において、カウンタ値が上限値以上か否かを判別するようにすれば良い。
【００８５】
　続いて、携帯端末１００は、保存電子メール一覧テーブル２１０から次の電子メール情
報を読み出し（ステップＳ５１０）、ステップＳ５０４に戻る。
【００８６】
　なお、ステップＳ５０８で旧情報通知電子メール数カウンタのカウンタ値が上限値以下
と判別された場合には（ステップＳ５０８でＮｏ）、ステップＳ５０９をスキップして、
携帯端末１００は、旧情報通知電子メールであると判定された電子メールを削除すること
なく、保存電子メール一覧テーブル２１０から次の電子メール情報を読み出す（ステップ
Ｓ５１０）。
【００８７】
　ステップＳ５０４に戻ると、携帯端末１００は、再び保存電子メール一覧テーブル２１
０から電子メール情報を読み出せたか否かを判別し、読み出せた場合には（ステップＳ５
０４でＹｅｓ）、ステップＳ５０５～Ｓ５１０を繰り返す。
　そして、保存電子メール一覧テーブル２１０からすべての電子メール情報が読み出され
、それ以上、電子メール情報を読み出すことができなくなったときに（ステップＳ５０４
でＮｏ）、この電子メール自動削除処理を終了して、図８の電子メール保存処理に戻る。
【００８８】
　この電子メール自動削除処理により、予め設定される所定の上限値に応じて、旧情報通
知電子メールであると判定された電子メールの中で、受信日時の新しい順に、上限値まで
の電子メールは削除されず、上限値を超えた分の電子メールは保存フォルダから削除され
る。
【００８９】
　図１１は、ステップＳ５０５の旧情報通知電子メール判定処理の手順の一例を示すフロ
ーチャートである。
　旧情報通知電子メール判定処理では、携帯端末１００は、まず、保存電子メールの件名
に日付情報が含まれているか否かを判別する（ステップＳ６０１）。具体的には、携帯端
末１００は、図９のステップＳ５０３又は５１０で保存電子メール一覧テーブル２１０か
ら読み出した電子メール情報内の件名の文字列に、日付に関する文字列が含まれているか
否かを判別する。
【００９０】
　保存電子メールの件名に日付情報が含まれている場合は（ステップＳ６０１でＹｅｓ）
、携帯端末１００は、その件名から日付情報を削除する（ステップＳ６０２）。具体的に
は、携帯端末１００は、保存電子メール一覧テーブル２１０から読み出した電子メール情
報内の件名の文字列から、日付に関する文字列を削除する。
【００９１】
　日付に関する文字列とは、具体的には、「9/24」、「2007/9/24」のような、日付を一
般的に用いられる書式で表した文字列のことである。例えば、日付が２００７年８月３１
日であれば、「2007/8/31」、「8/31」、「8/31/2007」のような文字列が、日付に関する
文字列である。
【００９２】
　一方、保存電子メールの件名に日付情報が含まれていない場合には（ステップＳ６０１
でＮｏ）、ステップＳ６０２はスキップされる。
【００９３】
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　次に、携帯端末１００は、図７のステップＳ３０１で受信した受信電子メールの件名に
日付情報が含まれているか否かを判別する（ステップＳ６０３）。具体的には、携帯端末
１００は、受信電子メールの件名の文字列に、日付に関する文字列が含まれているか否か
を判別する。
【００９４】
　受信電子メールの件名に日付情報が含まれている場合には（ステップＳ６０３でＹｅｓ
）、携帯端末１００は、その件名から日付情報を削除する（ステップＳ６０４）。具体的
には、携帯端末１００は、受信電子メールの件名の文字列から、日付に関する文字列を削
除する。
【００９５】
　一方、受信電子メールの件名に日付情報が含まれていない場合には（ステップＳ６０３
でＮｏ）、ステップＳ６０４はスキップされる。
【００９６】
　続いて、携帯端末１００は、日付情報を含まない保存電子メールの件名と日付情報を含
まない受信電子メールの件名とを比較し、それらの件名が一致するか否かを判別する（ス
テップＳ６０５）。具体的には、保存電子メール又は受信電子メールの件名に日付情報が
含まれている場合には、携帯端末１００は、件名から日付情報を削除して、件名の文字列
同士を比較する。また、保存電子メール及び受信電子メールの件名に日付情報が含まれて
いない場合には、携帯端末１００は、そのまま、件名の文字列同士を比較する。
【００９７】
　比較した結果、件名が一致した場合には（ステップＳ６０５でＹｅｓ）、携帯端末１０
０は、保存電子メール一覧テーブル２１０から読み出された電子メール情報を有する保存
電子メールは「旧情報通知電子メール」であると判定し、その旨の判定結果を取得する（
ステップＳ６０６）。
【００９８】
　一方、件名が一致しなかった場合には（ステップＳ６０５でＮｏ）、携帯端末１００は
、保存電子メール一覧テーブル２１０から読み出された電子メール情報を有する保存電子
メールは「旧情報通知電子メールでない」と判定し、その旨の判定結果を取得する（ステ
ップＳ６０７）。
　これらの、判定結果は、例えばＲＡＭ１０３に記憶される。
【００９９】
　例えば、図９のステップＳ５０３で件名「天気朝メール[9/24]」の電子メール情報が読
み出されている場合には、ステップＳ６０２で、件名の文字列「天気朝メール[9/24]」か
ら、日付に関する文字列「9/24」が削除され、文字列「天気朝メール[]」が取得される。
【０１００】
　また、図７のステップＳ３０１で件名「天気朝メール[9/25]」の電子メールを受信して
いる場合には、ステップＳ６０４で、件名の文字列「天気朝メール[9/25]」から、日付に
関する文字列「9/25」が削除され、文字列「天気朝メール[]」が取得される。
【０１０１】
　そして、その場合、保存電子メールの日付情報が削除された件名「天気朝メール[]」と
受信電子メールの日付情報が削除された件名「天気朝メール[]」とは、一致するため、ス
テップＳ６０６で保存電子メールは旧情報通知電子メールである旨の判定結果が得られる
。
【０１０２】
　このような判定を行うことにより、情報配信サービスが、更新する情報を示す文字列に
、送信日、更新日等の日付を示す文字列を付した件名の電子メールを毎回送信する場合に
、受信した新情報通知電子メールに対する保存されている旧情報通知電子メールを判定す
ることができる。
　また、情報配信サービスが、日付情報を付さずに毎回同じ件名の電子メールを送信する
場合であっても、受信した新情報通知電子メールに対する保存されている旧情報通知電子
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メールを判定することができる。
【０１０３】
　なお、電子メールの件名に、日付情報だけでなく、時間情報も併せて付されていること
も考えられる。そのような場合には、ステップＳ６０１～Ｓ６０４で、保存電子メール及
び受信電子メールの件名から日時情報を削除し、ステップＳ６０５で、日時情報を含まな
い件名同士を比較すれば良い。
【０１０４】
　また、情報配信サービスによっては、電子メールの件名に日時情報ではなく、更新の回
数を付するような場合もある。そのような場合には、例えば、そのどちらの場合にも旧情
報通知電子メールを判定できるように、ステップＳ６０１及びＳ６０３で、件名に数字が
含まれているか否かを判別し、ステップＳ６０２及びＳ６０４で、件名から数字を削除し
、ステップＳ６０５で、数字を含まない件名同士を比較すれば良い。
【０１０５】
　ステップＳ６０６又はＳ６０７で判定結果を取得すると、携帯端末１００は、この旧情
報通知電子メール判定処理を終了して、図９の電子メール自動削除処理に戻る。
【０１０６】
　この旧情報通知電子メール判定処理においては、受信電子メール及び保存電子メールの
件名に基づき、受信した新情報通知電子メールに対する保存されている旧情報通知電子メ
ールを判定する。従って、例えば、１つの電子メールアドレスしか有していない送信元が
、異なる種類の情報を通知する複数の情報配信サービスを提供しているような場合であっ
ても、情報配信サービス毎の電子メールの件名に基づき、新情報通知電子メールに対する
旧情報通知電子メールを判定することができる。これにより、例え送信元の電子メールア
ドレスが同じであったとしても、情報配信サービス毎に、古い情報を通知する電子メール
を削除し、新しい情報を通知する電子メールを保存しておくようにすることができる。
【０１０７】
　なお、情報配信サービス毎に送信元の電子メールアドレスが異なっている場合には、送
信元の電子メールアドレスに基づき、旧情報通知電子メールであるか否かを判定しても良
い。その場合には、図１０の保存電子メール一覧テーブル２１０が記憶する電子メール情
報に、送信元の電子メールアドレス（送信元アドレス）を含めておく。そして、ステップ
Ｓ６０１～Ｓ６０４を行うことなく、ステップＳ６０５で、保存電子メール一覧テーブル
２１０から読み出した電子メール情報内の電子メールアドレスと、受信電子メールの送信
元の電子メールアドレスとが一致するか否かを判別すれば良い。
【０１０８】
　以上で、図７～１１を用いた電子メール管理処理の説明を終了する。
【０１０９】
　このような電子メール管理処理によれば、古い情報を通知している電子メールを自動的
に削除させたい送信元をユーザが事前に設定しておくことにより、その送信元から新しい
情報を通知する電子メールを受信した際に、より古い情報を通知している電子メールがユ
ーザの操作無しに自動的に削除され、受信した新しい情報を通知している電子メールが携
帯端末１００に保存される。
【０１１０】
　これにより、日々のニュースや広告を通知する電子メールを情報が更新される毎に携帯
端末で受信しているユーザは、電子メールを受信する毎に、更新される前の古い情報の電
子メールを手動で削除する必要がなくなる。従って、本実施の形態に係る携帯端末１００
によれば、ユーザの利便性が高まる。
【０１１１】
　また、利便性が高まることにより、情報配信サービスから頻繁に受信する通知目的のニ
ュースメール、広告メール等の電子メールをメモリから削除する手間が面倒で、情報配信
サービスを携帯端末で利用しないようにしていたユーザが、抵抗なく情報配信サービスを
携帯端末で利用できるようになり、このようなＩＴサービスの利用が促進される効果も得
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られる。
【０１１２】
　また、保存できる電子メールの数に上限が設定されており、上限を超えた場合には受信
日時が古い順に電子メールが自動的に削除されてしまうような携帯端末であっても、更新
された日々のニュースや広告を通知する電子メールを受信した際には、更新される前の古
い情報の電子メールが自動的に削除されるため、友人・親族等からの電子メールが勝手に
削除されることがなくなる。
【０１１３】
　次に、上述した電子メール管理処理をプログラムに従って実行するＣＰＵ１０１の具体
的な動作を、図１２～１４を用いて説明する。
　図１２は、ＣＰＵ１０１により実行される機能を示すブロック図である。
　図示するように、ＣＵＰ１０１は、プログラムによって実現される機能的な構成として
、電子メール受信部７０１と、電子メール特定部７０２と、電子メール削除部７０３と、
電子メール記録部７０４と、削除対象送信元判別部７０５と、を備える。また、ＲＡＭ１
０３は、保存フォルダとしての電子メール保存部８０１と、上限数記憶部８０２と、削除
対象送信元特定情報記憶部８０３と、を備える。
【０１１４】
　電子メール受信部７０１は、通信装置１０５を介して電子メールサーバ１２０から電子
メールを受信する。
【０１１５】
　電子メール特定部７０２は、更新された新しい情報を通知する電子メールである新情報
通知電子メールを電子メール受信部７０１が受信すると、電子メール保存部８０１に保存
されている電子メールである保存電子メールの中から、受信した新情報通知電子メールに
対応する旧情報通知電子メールを特定する。なお、旧情報通知電子メールは、新情報通知
電子メールが通知している情報に更新される前の古い情報を通知している電子メールであ
る。
【０１１６】
　電子メール削除部７０３は、電子メール特定部７０２が特定した旧情報通知電子メール
を電子メール保存部８０１から削除する。
　電子メール記録部７０４は、電子メール受信部７０１が受信した電子メールを電子メー
ル保存部８０１に記録する。これにより、受信した電子メールが電子メール保存部８０１
に保存される。
【０１１７】
　従って、本実施の形態によれば、更新された新しい情報を通知する電子メールを受信し
て、電子メール保存部８０１に保存する際に、その電子メールが通知している情報に更新
される前の古い情報を通知している電子メールを電子メール保存部８０１から削除するこ
とができる。
【０１１８】
　また、上限数記憶部８０２は、電子メール保存部８０１に保存しておく旧情報通知電子
メールの数の上限数（上限値）を記憶している。電子メール削除部７０３は、上限数記憶
部８０２から上限数を読み出し、電子メール特定部７０２により特定された旧情報通知電
子メールの数が上限数より大きいか否かを判別する。そして、旧情報通知電子メールの数
が上限数より大きいときに、旧情報通知電子メールのうち、受信日時が新しい順に上限数
の旧情報通知電子メールを電子メール保存部８０１に残し、それ以外の旧情報通知電子メ
ールを電子メール保存部８０１から削除する。
【０１１９】
　従って、本実施の形態によれば、更新される情報を通知する電子メールを、新しい順に
ユーザが所望する数だけ電子メール保存部８０１に保存しておくことができる。また、上
限数が０に設定されている場合には、最新の情報を通知している電子メールだけを電子メ
ール保存部８０１に保存しておくようにすることができる。
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【０１２０】
　また、削除対象送信元特定情報記憶部８０３は、電子メールを送信する複数の送信元の
中から、旧情報通知電子メールを電子メール保存部８０１から削除させる対象とする送信
元である削除対象送信元を特定するための削除対象送信元特定情報を記憶している。
【０１２１】
　削除対象送信元判別部７０５は、電子メール受信部７０１が新情報通知電子メールを受
信すると、削除対象送信元特定情報記憶部８０３を参照する。そして、削除対象送信元判
別部７０５は、新情報通知電子メールが、削除対象送信元特定情報により特定される削除
対象送信元が送信した電子メールであるか否かを判別する。
【０１２２】
　電子メール特定部７０２は、削除対象送信元判別部７０５によって新情報通知電子メー
ルが削除対象送信元により送信された電子メールであると判別されたときに、新情報通知
電子メールに対応する旧情報通知電子メールを保存電子メールの中から特定する。
【０１２３】
　従って、本実施の形態によれば、旧情報通知電子メールを電子メール保存部８０１から
削除させたい送信元をユーザが予め指定しておくことにより、指定された送信元から送信
される新情報通知電子メールに対応する旧情報通知電子メールだけを電子メール保存部８
０１から削除することができる。
【０１２４】
　また、削除対象送信元特定情報記憶部８０３は、削除対象送信元特定情報として、送信
元の電子メールアドレスを記憶する。例えば、削除対象送信元特定情報記憶部８０３は、
図３に示した設定登録テーブル２００を記憶している。
　削除対象送信元判別部７０５は、電子メール受信部７０１により受信された新情報通知
電子メールの送信元の電子メールアドレスが、削除対象送信元特定情報記憶部８０３に記
憶されている場合に、新情報通知電子メールが削除対象送信元により送信された電子メー
ルであると判別する。
【０１２５】
　従って、本実施の形態によれば、旧情報通知電子メールを電子メール保存部８０１から
削除させる対象とする送信元を、送信元の電子メールアドレスによって特定することがで
きる。
【０１２６】
　図１３は、図１２の電子メール特定部７０２の機能を示すブロック図である。
　図示するように、電子メール特定部７０２は、受信件名取得部７１１と、保存件名取得
部７１２と、件名利用特定部７１３と、を備える。
【０１２７】
　受信件名取得部７１１は、電子メール受信部７０１により受信された新情報通知電子メ
ールの件名を取得する。保存件名取得部７１２は、電子メール保存部８０１に保存されて
いる保存電子メールの件名を取得する。件名利用特定部７１３は、受信件名取得部７１１
により取得された件名と保存件名取得部７１２により取得された件名とに基づき、保存電
子メールの中から旧情報通知電子メールを特定する。
【０１２８】
　従って、本実施の形態によれば、電子メールの件名を利用して、新情報通知電子メール
が通知している情報に更新される前の古い情報を通知している旧情報通知電子メールを特
定することができる。
【０１２９】
　図１４は、図１３の件名利用特定部７１３の機能を示すブロック図である。
　図示するように、件名利用特定部７１３は、受信件名文字列生成部７２１と、保存件名
文字列生成部７２２と、件名文字列利用特定部７２３と、を備える。
【０１３０】
　受信件名文字列生成部７２１は、受信件名取得部７１１により取得された件名から日時
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に関する情報を削除した文字列を生成する。保存件名文字列生成部７２２は、保存件名取
得部７１２により取得された件名から日時に関する情報を削除した文字列を生成する。件
名文字列利用特定部７２３は、受信件名文字列生成部７２１により生成された文字列と保
存件名文字列生成部７２２により生成された文字列とが同じ場合に、その文字列を生成す
るために保存件名文字列生成部７２２が用いた件名の保存電子メールを、旧情報通知電子
メールとして特定する。
【０１３１】
　従って、本実施の形態によれば、電子メールの件名に、送信日時、更新日時等の日時が
含まれている場合であっても、日時が削除された件名の一致を判定することにより、新情
報通知電子メールが通知している情報に更新される前の古い情報を通知している旧情報通
知電子メールを特定することができる。
【０１３２】
　以上、本発明の実施の形態を説明したが、本発明を実施するにあたっては、種々の形態
による変形及び応用が可能であり、上記実施の形態に限られるものではない。
　例えば、上記実施の形態では、本発明を、携帯電話機、ＰＨＳ（Personal Handyphone 
System）、ＰＤＡ（Personal Digital Assistants）等の携帯端末に適用する場合を例に
挙げて説明した。しかしながら、本発明は、これに限定されるものでなく、電子メールを
受信する機能を有するパーソナルコンピュータ等の他の装置に適用されても良い。
【０１３３】
　また、上記実施の形態では、本発明に係る電子メール管理装置として、無線通信によっ
て電子メールを受信する機能を有する携帯端末を例に挙げた。しかしながら、電子メール
管理装置は、有線通信で電子メールを受信するものであっても良い。
【０１３４】
　また、上記実施の形態の説明に用いたブロック図、フローチャート、画面図等は、本発
明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更しても良い。
【０１３５】
　例えば、上記実施の形態では、図１２において、ＲＡＭ１０３の中に、電子メール保存
部８０１と、上限数記憶部８０２と、削除対象送信元特定情報記憶部８０３と、が生成さ
れている。しかしながら、携帯端末１００がハードディスク等の外部記憶装置を備え、Ｒ
ＡＭ１０３の中に生成されている各部を外部記憶装置に中に生成するようにしても良い。
【０１３６】
　また、上記実施の形態では、図９のステップＳ５０１で、保存フォルダに保存されてい
るすべての電子メールの一覧を示す保存電子メール一覧テーブル２１０を生成している。
しかしながら、保存フォルダに保存されている電子メールの中から、受信した電子メール
と送信元アドレスが同じ電子メールだけを抽出し、それらの一覧を示す保存電子メール一
覧テーブルを生成するようにしても良い。
　そのようにした場合には、更新される情報を通知する電子メールが毎回同じ送信元アド
レスから送信されるような状況においては、ステップＳ５０３及びＳ５１０で電子メール
情報が読み出される回数が少なくなり、携帯端末１００における処理負担を軽くすること
ができる。
【０１３７】
　また、上記実施の形態では、図１１の旧情報通知電子メール判定処理で、受信電子メー
ルの件名から日付情報が含まれているか否かを判別し、件名から日付情報を削除している
（ステップＳ６０３及びＳ６０４）。しかしながら、これらの処理を、図９の電子メール
自動削除処理において、ステップＳ５０４～Ｓ５１０のループ処理に入る前に行ってしま
っても良い。
　そのようにした場合には、ループ処理中の処理負担を軽くすることができる。
【０１３８】
　また、上記実施の形態に係る携帯端末１００のＣＰＵ１０１により実行される機能は、
ソフトウェアに限らず、専用のハードウェアによって実現することもできる。また、携帯
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端末１００を、通常のコンピュータシステムによって実現することもできる。
【０１３９】
　例えば、上記実施の形態では、携帯端末１００において、動作プログラムがＲＯＭ１０
２等に予め記憶されているものとして説明した。しかし、上述の処理動作を実行させるた
めのプログラムを、フレキシブルディスク、ＣＤ－ＲＯＭ（Compact Disk Read-Only Mem
ory）、ＤＶＤ（Digital Versatile Disk）、ＭＯ（Magneto-Optical disk）等のコンピ
ュータ読み取り可能な記録媒体に格納して配布し、そのプログラムをコンピュータにイン
ストールすることにより、上述の処理動作を実行する装置を構成しても良い。
【０１４０】
　また、プログラムをインターネット等の通信ネットワーク上の所定のサーバ装置が有す
るディスク装置等に格納しておき、例えば、搬送波に重畳させて、コンピュータにダウン
ロード等するようにしても良い。更に、通信ネットワークを介してプログラムを転送しな
がら起動実行することによっても、上述の処理を達成することができる。
　また、上述の機能を、ＯＳ（Operating System）が分担して実現する場合又はＯＳとア
プリケーションとの協働により実現する場合等には、ＯＳ以外の部分のみを媒体に格納し
て配布してもよく、また、コンピュータにダウンロード等しても良い。
【図面の簡単な説明】
【０１４１】
【図１】本発明の実施の形態に係る携帯端末を含む電子メールシステムの概略的な構成を
示す図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る携帯端末の概略的な構成を示すブロック図である。
【図３】設定登録テーブルのデータ構造の一例を示す図である。
【図４】自動削除設定の登録を行うための画面の一例を示す図である。
【図５】自動削除設定の登録を行うための画面の一例を示す図である。
【図６】電子メール管理処理が実行された場合の保存電子メール一覧画面の遷移の一例を
示す図である。
【図７】電子メール管理処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【図８】電子メール保存処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【図９】電子メール自動削除処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【図１０】保存電子メール一覧テーブルのデータ構造の一例を示す図である。
【図１１】旧情報通知電子メール判定処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【図１２】図２のＣＰＵにより実行される機能を示すブロック図である。
【図１３】図１２の電子メール特定部の機能を示すブロック図である。
【図１４】図１３の件名利用特定部の機能を示すブロック図である。
【符号の説明】
【０１４２】
　１００…携帯端末、１０１…ＣＰＵ、１０２…ＲＯＭ、１０３…ＲＡＭ、１０４…入力
装置、１０５…通信装置、１０６…表示装置、１１０…基地局、１２０…電子メールサー
バ、１３０…通信ネットワーク、２００…設定登録テーブル、２１０…保存電子メール一
覧テーブル、７０１…電子メール受信部、７０２…電子メール特定部、７０３…電子メー
ル削除部、７０４…電子メール記録部、７０５…削除対象送信元判別部、７１１…受信件
名取得部、７１２…保存件名取得部、７１３…件名利用特定部、７２１…受信件名文字列
生成部、７２２…保存件名文字列生成部、７２３…件名文字列利用特定部、８０１…電子
メール保存部、８０２…上限数記憶部、８０３…削除対象送信元特定情報記憶部
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